
TOP ■環日本海専門情報 ■　　�

NEWS　その2

WTO加盟後の中国
�国際商事紛争処理�１裁判�

富山県貿易・投資アドバイザー 梶 田 幸 雄

はじめに

WTO加盟後の中国は、国際取引や外資導入など

についてグローバル・ルールを適用するための立

法および法改正を行ってきた。この立法内容につ

いては、先進資本主義国の企業や実務家からも一

定の評価が与えられている。ところが、現実に国

際商事紛争が生じた場合にはどうであるのか。前

回指摘したとおり、必ずしも公正・平等な解決が

なされているとはいえないようである。とりわけ

地方政府に地場産業・企業を保護しようとする傾

向が強く見られるという。これが地方保護主義（諸

侯経済）といわれているものである。

そこで、今回からは国際商事紛争が生じた場合

の処理方法と実務上の問題点について紹介する。

はじめに国際商事紛争処理方法にはどのようなも

のがあるのかを概観し、このうち今回は裁判制度

について簡単に紹介する（詳細は、拙著『中国国

際商事仲裁の実務』中央経済社、２００４年３月を参

照いただきたい。）。

１．国際商事紛争の処理方法

２００３年３月の全国人民代表大会（日本の国会に

相当する。）の席上、最高人民法院（最高裁判所）

の活動報告が肖揚院長によって行なわれた。同報

告によると、１９９８年から２００２年までの５年間に全国

の法院が受理した渉外事件は２万６，３９９件あり、年

平均４％の割合で増加しているという。また、中

国国際経済貿易仲裁委員会（日本の日本商事仲裁

協会に相当）の仲裁受理件数は、３，３９５件であった。

以上の契約から生じる紛争を
１紛争当事者、
２

紛争内容、
３紛争解決法、
４紛争解決機関により

類型化すると、以下の表２のとおりである。

この紛争解決法として、大別すると２つの類型

がある。一般に
１裁判および
２裁判外紛争処理法

という類型化が行なわれている。そして、裁判外

表１ 中国の経済事件取扱件数

（出所） 人民法院の統計は、肖揚・最高人民法院院長による２００３
年３月１１日の第１０期全国人民代表大会第１回会議席上
の「最高人民法院工作報告」より。国際商事仲裁の統
計は、各年の中国国際経済貿易仲裁委員会活動報告よ
り。

表２ 外資系企業の紛争態様と解決法

１９９８～２００２年 前５年比
伸び率

人民法院（受理件数）
市場経済秩序事件（ニセモノ、密輸、脱税、
偽札など）
商事事件（企業再編、破産、売買、金融、
リースなど）
知的所有権事件
渉外経済事件

７１，２１３

６，７００，０００

２３，６３６
２６，３９９

６８％

９％

４０％
１７％

中国国際経済貿易仲裁委員会
国際商事仲裁 受理件数

結 審 数
３，３９５
３，５８６

－９％
８．５％

紛争当事者 紛争内容 紛争解決法 紛争解決機関

国際契約相手企業 契約不履行
不法行為など


１裁 判


２裁判外

�和解

�調停

�仲裁

人民法院
調停センター
国内仲裁委員会
国際経済貿易仲裁委員会
行政機関
対外経済貿易合作部
工商行政管理局など

合弁パートナー 合弁契約不履行
解散・撤退など

国内取引企業 契約不履行
不法行為
不正競争など

消費者 不法行為
製造物責任など

同上
消費者協会

労働者 労働契約不履行
契約解除・解雇など

労働仲裁委員会

行政機関 行政処分不服など 各行政機関
税務局など

－６－－６－
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中国人民解放軍�
軍事法院�

各省、自治区、直轄市�
高級人民法院��

各大軍区、各軍兵種�
軍事法院��

海事法院� 各地、市、盟、自治州�
中級人民法院��

鉄道運輸�
中級法院��

軍事基層法院� 各県、市、旗、自治県�
基層人民法院��

人民法廷�

最高人民法院�

鉄道運輸�
基層法院�
�

�

紛争の発生�

訴状の提出�

答弁書の提出�

口頭弁論�

証拠調べ�

弁論終結�

判決言い渡し�

判決書の送達�

上訴�

判決の確定�

強制執行�

管轄異議申立�

調停�

和解勧告�

和解書送達�

証拠保全�

仮 執 行�

和解�

訴状審査�
受理通知書�

補正命令�
応訴通知書�

訴状・答弁書の陳述�

証人尋問�
鑑　　定�

第1審は6カ月以内に結審（第135条）�

判決と同一効力�
既判力�
執行力�
形成力�

3ヵ月以内（第159条）に結審（但し、渉外�
事件は、この限りでない。）�

判決書または裁定書送付の日から30日内�
に上訴（第249条）�

紛争処理法としては、調停と仲裁があげられるの

が通常であろう。そこで、以下では、裁判につい

て、ごく簡単に叙述する。

２ 裁判

中国の現行の裁判制度は、人民法院組織法（１９７９

年７月５日公布、１９８０年１月１日施行、１９８３年９月

２日改正）により定められている。

人民法院組織は、図１に示すとおりである。

外国企業が中国において裁判制度を利用する場

合、渉外事件であるとの判断がなされることにな

る。この点について、「民事訴訟法」（１９９１年４月

９日公布、同日施行）は、その第４編に渉外民事

訴訟手続の特別規定を設けている。

渉外事件となる要件は、次のとおりである。

第一に、訴訟当事者の一方または双方が、外国

人、外国の企業もしくは団体であることである。

第二に、民事法律関係の発生・変化を引き起こ

し、または消滅させる法律事実が外国で発生した

場合である。これには、当事者が外国人、外国企

業または組織ではなくても、その双方間の民事関

係の発生・変化および消滅した法律事実が中国の

国内において発生したのではなく、外国に存在す

る場合も含まれる。

第三に、訴訟当事者の係争財産が外国にある場

合である。または、当事者が外国人、外国企業ま

たは組織でなくても、係争財産が中国の国内では

なく、外国に存在する場合である。

渉外事件の場合には、中級人民法院が第一審を

管轄する（第１９条）。人民法院が扱う経済事件の数

は、急激に増えてきている。経済紛争の中に、合

弁企業と中国の国有企業などとの取引をめぐる紛

争や、合弁企業と消費者との間のトラブルなどが

含まれている。また、渉外事件には、合弁企業の

パートナー間の紛争や、合弁企業と外国企業との

間の紛争などが含まれている。

中国において、中外合弁企業契約、中外合作企

業契約、中外合作自然資源探査開発契約の履行に

起因して紛争が発生し、提起された訴訟は、人民

法院が管轄する（第２４６条）と規定されているが、

この場合の人民法院とは、渉外事件であるから中

級人民法院を意味する。

ここでは、公判手続と見出しをつけたが、紛争

の発生から判決の確定、さらに強制執行までの流

れについて、紙幅の都合上、詳述できないので図

２によって示す。 （つづく）

図１ 人民法院組織図

（出所） 最高人民法院弁公庁資料より

図２ 訴訟の流れ
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